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本稿は、 日本におけ る学校評価の実態の一側面 を明 らかにすると と も に、 今後の学校評価のあり 方を考察す るこ と を日

的 と し た。 具体的には、 まず、 主に 『学校評価ガイ ド ライ ン (平成28年改訂)』 に基づき、 日本の学校評価の特質 を概観

する と と もに分析枠組みを抽出 し た。 次に、 日本におけ る学校評価の実態の一側面 を明 らかにす るために、 兵庫県 A 市

におけ る公立小 ・ 中学校の自己評価について、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用ア ンケート を調査 し た。 その上

で、 分析枠組みをも と に分析 を行い、 必要に応 じて海外の事例等 を参照し つつ、 改善への足がかり を得た。 その結果、 日

本の学校評価は、 各学校に根付 き つつあ る も のの、 未だ十分にその結果が活かせるよ う な形では実施 さ れていない場合が

多 いこ と が示唆 さ れた。 学校評価が単な る項目チ ェ ッ ク と集計処理に止ま るこ と をふせ ぐためには、 学校評価において各

学校の願いに基づ く 教育活動や質の管理のあり方 を位置付け るこ と、 学校評価と し てア ンケート を実施す るこ と自体 を学

校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力の場とするこ と、 重点 を意識し長期的な視点 を持つこ と によ って網羅型で項目数が多いア ンケー

ト から脱却す るこ と等をふまえた工夫 を加え るこ と が重要であると考え ら れた。 それにより 、 負担を軽減す ると と も に、

ゆるやかに教育的 ・ 組織的改善につなげ、 開かれた教育課程の実現に向け た学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力の一助と す る道

が開かれる よ う に思われた。 
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は じ めに

日本において、 2007年に学校の自己評価の実施 ・ 公表

の義務化、 学校関係者評価の実施 ・ 公表の努力義務化、

評価結果の設置者への報告の義務化がな さ れてから、 お

よ そ10年が経つ。 こ れによ り 、 各学校においては、 学校

評価が定着 しつつあり 、 学校評価の実態に基づ く 調査 ・ 

研究も蓄積さ れてき た。

例えば、 具体的な学校評価の実態と し ては、 木岡一明

がまだ制度化さ れる以前の1998年に学校評価実施に積極

的な 5 県 を選び、 評価の主体、 対象、 時期、 結果をも と

に し た協議のあり 方等 を含めて、 質問紙調査 を行 っ てい

る ' 。 それによ り 、 学校の自己評価の結果が、 次年度の

基礎資料 と なり え てい るのか、 学校 を開 く 意識は閉 ざさ

れてい ないかと い っ た点に疑問 を投げかけ る と と も に、

コ ミ ュ ニケ ーシ ョ ン関係が成立 し てい る こ と が学校評価

への取り 組みの熱心 さ、 有効性につながっ てい るこ と を

指摘 し ている。 また、 2002年以降は、 文部科学省によ っ

て学校評価等実施状況調査が行われてい る 2。 2014年に

行われた学校評価等実施状況調査では、 学校評価 ( 自己

評価、 学校関係者評価、 第三者評価) や学校評議員の設

置等について具体的な調査 を行 っ てい る。 その結果、 学

校関係者評価の実施率の上昇や、 地域に開かれた学校作

り が進んでい るこ と等が考え ら れると さ れてい る。 学校

の自己評価について も、 評価項目や結果の活用方法、 結

果の公表方法、 改善への効果等について、 具体的に調査

が実施さ れてい る。 他にも、 学校経営の視点で、 実際に

現場で行なわれてい る取り 組みにも とづき、 いかに学校

評価 を学校改善 に活かせ るか を提案す る も の 3 や、 学

校の自己評価の実態を検討するこ と で学校評価を教育評

価の一形態と し て実施するこ と の重要性について言及し

てい る も の な ど様々に調査 ・ 研究が進め ら れて き てい

る 4 0

本稿では、 こ う し た調査 ・ 研究をふまえつつ、 各学校

が、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒に対 し て ど

のよ う な ア ンケ ー ト を も と に学校評価 を実施 し たのかに

つい てよ り 具体的に明 ら かに し よ う と す る も のである。 

具体的には、 まず、 主に 『学校評価 ガイ ド ラ イ ン (平成

28年改訂) 』 5 に基づき、 日本の学校評価の特質 を概観
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する と と も に分析枠組みを抽出する。 次に、 日本におけ

る学校評価の実態の一側面 を明 ら かにす る ために、 兵庫

県 A 市におけ る公立小 ・ 中学校の自己評価につい て、

教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用 ア ンケー ト を

調査す る。 学校の自己評価の実施にあたっ ては、 ア ンケー

ト 以外の方法も考え ら れる も のの、 実際にはア ンケー ト

を実施 し てい る学校がほと ん どであ っ たため、 本稿では

ア ンケ ー ト に着目す る。 その上で、 分析枠組みを も と に

分析 を行い、 必要に応 じ て海外の事例等 を参照し つつ、

改善への足がかり を得たい。 それによ り 、 日本におけ る

学校評価の実態の一側面 を明ら かにする と と も に、 今後

の学校評価のあり 方を考察 し ていきたい。 

1 . 学校評価の特質と 分析枠組みの抽出

まず、 日本の学校評価の特質について、 評価の目的 ・ 

主体 ・ 対象 と い う 視点から 整理を行う 。 『学校評価 ガイ

ド ラ イ ン (平成28年改訂) 』 によ れば、 学校評価の目的

は、 下記の図 1 のよ う にな っ てい る。 

1 各学校が、 自 らの教育活動その他の学校運営につい
て、 目指すべき目標を設定 し、 その達成状況や達成に

向け た取組の適切 さ等について評価するこ と によ り 、
学校と し て組織的 ・ 継続的な改善を図るこ と。
2 各学校が、 自己評価及び保護者な ど学校関係者等に
よ る評価の実施と その結果の公表 ・ 説明によ り 、 適切
に説明責任 を果たすと と も に、 保護者、 地域住民等か

ら理解と参画を得て、 学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力に
よ る学校づ く り を進めるこ と 。

3 各学校の設置者等が、 学校評価の結果に応 じ て、 学
校に対する支援や条件整備等の改善措置を講 じ るこ と
によ り 、 一定水準の教育の質 を保証し、 その向上を図
るこ と 。 

図 1 『学校評価ガイ ドライ ン (平成28年改訂) 』 の

学校評価の目的

こ こ では、 大き く 分けて①学校レベル ・ 設置者レベル

での質の改善 ( 1 及び3 より )、 ②説明責任 ( 2 の前半)、

③学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力によ る学校づ く り ( 2 の
後半) と い う 3 つの目的が読み取れる。 海外では、 外部

評価が国レベルで実施 さ れてい る国が多いこ と等と も関

わっ て、 学校評価の目的 と し ては、 しばしば改善と 説明

責任が対比的 に語ら れがち であ る 6。 一方、 日本の 『学

校評価ガイ ド ラ イ ン (平成28年改訂) 』 では、 学校 ・ 家

庭 ・ 地域の連携協力によ る学校づ く り も位置付け ら れて

い る。 つま り 、 日本の学校評価に期待 さ れる目的の特質

と し ては、 こ の学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力 によ る学校

づ く り が加わっ てい る点 を指摘でき よ う 。 こ のため、 学

校評価を分析する際には、 学校評価が改善 ・ 説明責任に

つながり う るかという 視点だけでな く 、 学校評価が学校 ・ 

家庭 ・ 地域の連携協力につながり う るかについても着目
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するこ と が重要と な ると いえ よ う 。

日本の学校評価の主体につい ては、 『学校評価 ガイ ド

ラ イ ン (平成28年改訂) 』 によ れば、 学校の教職員、 保

護者や学校評議員、 地域住民、 第三者等があげら れてお

り 、 その主体を軸と し て学校評価の分類が下記図 2 のよ

う に整理さ れてい る。 本来、 学校評価の実態を把握す る

ためには、 こ れら を ト ー タ ルで見てい く こ と が重要で あ

ろう 。 しかし ながら、 今回は資料制約の関係上、 学校の

自己評価及びそのための参考と さ れる児童生徒、 保護者 ・ 

地域住民対象のア ンケー ト のみを対象と し て分析を行う 。 

特に自己評価に着目する理由は、 学校評価の分類のう ち、

現在義務化 さ れてい るのは、 自己評価だけ であるためで

あ る。 

自己評価 : 自己評価は、 学校評価の最も基本と な る も
ので あ り 、 校長のリ ー ダー シ ッ プの下で、 当該学校

の全教職員が参加し、 設定した目標や具体的計画等に
照ら し て、 その達成状況や達成に向けた取組の適切 さ

等について評価 を行う ものであ る。

* 児童生徒 ・ 保護者対象のア ンケー ト (外部 ア ンケー

ト 等) : 自己評価を行う 上で、 児童生徒や保護者、 地
域住民 を対象 と す る ア ンケー ト によ る評価や、 保護者

等と の懇談会を通 じ て、 授業の理解度や保護者 ・ 児童
生徒がどのよ う な意見や要望 を持 っ てい るかを把握す

るこ と が重要である。

学校関係者評価 : 学校関係者評価は、 保護者、 学校評
議員、 地域住民、 青少年健全育成関係団体の関係者、

接続する学校 (小学校に接続する中学校な ど) の教職員
その他の学校関係者な どにより 構成 さ れた委員会等が、

その学校の教育活動の観察や意見交換等を通じ て、 自
己評価の結果について評価す るこ と を基本と し て行う
も のであ る。

第三者評価 : 第三者評価は、 学校と その設置者が実施

者と なり 、 学校運営に関する外部の専門家を中心と し

た評価者によ り 、 自己評価や学校関係者評価の実施状
況も踏まえ つつ、 教育活動その他の学校運営の状況に
つい て、 専門的視点から評価 を行 う も のであ る。 

図 2 『学校評価ガイ ド ライ ン (平成28年改訂) 』 の

学校評価の分類

学校評価の対象 と し ては、 『学校評価 ガイ ド ラ イ ン

(平成28年改訂)』 においては、 評価項目 ・ 指標等を検討

す る際の視点 と な る例が12あげら れてい る。 それは、 教

育課程 ・ 学習指導、 キ ャリ ア教育 (進路指導) 、 生徒指

導、 保健管理、 安全管理、 特別支援教育、 組織運営、 研

修 (資質向上の取組) 、 教育目標 ・ 学校評価、 情報提供、

保護者、 地域住民等と の連携、 教育環境整備である。 本

稿では、 各学校のア ンケー ト 項目 を主にこ れら の分類に

便宜上整理するこ と で、 学校の自己評価の対象の特徴を

把握する。 こ の時、 『学校評価ガイ ド ライ ン (平成28年

改訂) 』 に 「 こ れら はあ く ま で も 例示 に過 ぎない も ので

あり 、 そのすべて を網羅し て取り 組むこ と は必ず し も望
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ま し く ない。 各学校の特色に応 じ た取組を さ ら に促進す

るため、 重点目標等 を達成す るために必要な項目 ・ 指標

等 を設定す るこ と が重要であ る」 7 と さ れてい る こ と か

ら、 どの程度の学校が特に どの視点 を ア ンケ ー ト に含 ん

でい るのかを調べ る と と も に、 各学校が どの程度の視点

を網羅し ているかや、 目標等に応 じて重点的に評価を行っ

てい るかについ て も 調べ る こ と と す る。 加え て、 『学校

評価ガイ ド ライ ン (平成28年改訂) 』 の視点に対 し ては、

教育課程改善のための足掛かり を得るこ と は難しいので

はないかと い う 指摘があ る 8。 各学校や教師によ る自主

的な教育課程改善を含めた学校改善につながり う るよ う

な項目が含ま れてい るのかについ て も着目 し て分析 を行

いたい。 

2 . 兵庫県 A 市における公立小 ・ 中学校の学校評価の

実態把握

2.1. 調査対象

対象は兵庫県 A 市公立小 ・ 中学校が平成27年度に学

校の自己評価のために実施 し たア ンケー ト 項目である。 

A 市には、 現在、 公立小学校が69校、 公立中学校が35校

あ る。 こ れら の学校のア ンケ ー ト を、 第一著者が A 市

の学校評価に関する研修会に行 っ た際に、 協力 を得て収

集を行つた。 回収でき たア ンケート は、 公立小学校で60 
校、 公立中学校で33校である。 本稿では、 こ れらのア ン

ケ ー ト を調査に用い る。 ただ し、 学校によ っ て回収で き

たア ンケー ト の種類が異なる。 公立小学校では、 教職員

用 ア ンケー ト は55校、 保護者用 ア ンケー ト は58校、 児童

用 ア ンケー ト は46校からの回収と な っ た。 また、 公立中

学校では、 教職員用ア ンケート は32校、 保護者用ア ンケー

ト は28校、 生徒用ア ンケート は23校からの回収と なった。 

2.2. 調査方法

まず、 各学校のア ンケ ー ト 項目 を 『学校評価 ガイ ド ラ

イ ン (平成28年改訂) 』 の評価項目 ・ 指標等を検討する

際の視点 と な る例と し てあげら れてい る12分類 (教育課

程 ・ 学習指導、 キャリ ア教育 (進路指導) 、 生徒指導、

保健管理、 安全管理、 特別支援教育、 組織運営、 研修

(資質向上の取組) 、 教育目標 ・ 学校評価、 情報提供、 保

護者、 地域住民等と の連携、 教育環境整備) に沿っ て分

類 し た。 ただ し、 いずれにも分類 し難い項目があ っ たた

め、 さ ら に 2 つの視点 (保幼小 ・ 小中一貫の視点、 家庭

学習 ・ 家庭生活) を加えた。 1 つ目の 「保幼小 ・ 小中一 

貫の視点」 は A 市が市レベルで保幼小連携 ・ 小中一貫

教育を実施し ているこ と によ る。 2 つ目の 「家庭学習 ・ 

家庭生活」 は、 学校評価と称 し ながら、 児童 ・ 生徒の家

庭学習や家庭生活のア ンケー ト 、 保護者によ る家庭学習

や家庭生活の し つけのア ンケ ー ト と な っ てい る ものが多

かっ たためであ る。 ま た、 自由記述欄の有無につい て も
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調べた。 自由記述欄には、 完全に自由に記述を求める場

合 と 、 内容 を限定 し て記述を求める場合 と があ っ た も の

の、 今回はそ れについ ての分類は行 っ てい ない。

分類に際 し ては、 1 つのア ンケー ト 項目に複数の視点

を含むも のがあ っ た。 例えば 「学校は、 子 ども たちの健

康 ・ 安全 ・ 衛生 ・ 防災のため、 環境整備、 緑化な どに努

めてい る と思われますか (ス ク ールヘルパー、 避難訓練、

学校施設整備、 花の栽培な ど)」 である。 こ う し た場合

には、 最も その項目で重要と さ れてい る と 考え ら れる内

容、 も し く はその他のア ンケー ト 項目に含ま れない内容

があればそれを カ ウ ン ト し た。 ま た、 特に小学校におい

て発達段階に応 じ て ア ンケー ト項目 を増や し てい る場合

には、 最高学年の最も数が多い ものを調査対象 と し て分

類 し た。 さ ら に、 学校によ っ ては、 生活 ア ンケー ト と 教

育ア ンケー ト のよ う に、 どち ら も学校評価と呼びながら、

二度に分けてア ンケー ト を実施 し ていた。 こ う いう 場合

は、 合算 して集計 した。

次に、 各学校のア ンケー ト 項目の数及びタ イ プについ

て調べた。 タ イ プについ ては、 『学校評価 ガイ ド ラ イ ン

(平成28年改訂) 』 の評価項目 ・ 指標等を検討する際の視

点 を網羅し よ う と する網羅型、 学校教育目標等に基づき

視点 を限定 し て重点的に評価 し よ う と す る重点型、 その

2 つのタイ プの折衷型の 3 つに分類 し た。 こ れについて

は、 14の視点のう ち、 約 7 割に当 たる10以上の視点 をア

ンケー ト項目に含むタイ プを網羅型、 約 3 割に当 たる 5 
以下の視点 を ア ンケ ー ト に含む タ イ プ を重点型、 その他

も し く は10以上の視点 を ア ンケ ー ト に含みつつ も どれか

1 つの視点についての項目 を20以上含む学校を折衷型と

便宜上分類するこ と に し た。 

2.3. 調査結果

まず、 公立小 ・ 中学校のア ンケー ト 項目の内容割合は

表 1 の通り であ る。 公立小 ・ 中学校と も に 「教育課程 ・ 

学習指導」 及び 「生徒指導」 の割合が高 く 、 ほぼ全ての

公立小 ・ 中学校で ア ンケー ト 項目に含まれてい るこ と が

わかる。 特に公立中学校では、 生徒指導については全て

の学校で、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 生徒用のア ンケー

ト に含まれてい るこ と がわかる。 公立中学校で 「教育課

程 ・ 学習指導」 をア ンケー ト に含んでいない学校は、 1 
校である。 こ の学校は、 学校評価と称 し て、 家庭生活や

家庭学習のア ンケー ト を生徒に実施 し てい る。 つまり 、

「家庭での学習はどれく らい し ていますか ? 」 「sNs を

し ていますか ? 」 と い っ た内容のみのア ンケー ト であ っ

た。

なお、 特に 「教育課程 ・ 学習指導」 「生徒指導」 に関

す る ア ンケー ト 項目につい ては、 学校 ・ 教師側の取り 組

みを評価 し よ う と す る ア ンケ ー ト と 、 ( その取 り 組みを

通 じて) 児童 ・ 生徒にどのよう な姿が見ら れるよ う になっ



奥 村 好 美 小 池 理 平

てい るかを把握 し よ う と する ア ンケー ト の 2 種類が存在

し た。 前者の例と し ては、 教師用 ア ンケー ト では、 「児

童の実態に応 じ た授業計画を立て、 わかり やすい授業 を

進めら れた」、 保護者用 ア ンケー ト では、 「学校では基礎

的な学力が身につ く よ う にわかるま で教え て く れる」、

児童 ・ 生徒用 ア ンケー ト では、 「先生は間違え たと こ ろ

やわから ない と こ ろ をわかるま で教え て く れる」 と い つ

たも のがあ る。 後者の例と し ては、 教師用 ア ンケ ー ト で

は、 「日々の授業内容が理解でき てい る」、 保護者 ・ 地域

住民用 ア ンケ ー ト では、 「お子 さ んは、 日々の授業内容

が理解でき てい る」、 児童 ・ 生徒用ア ンケー ト では、 「学

校の授業はよ く わかり ますか」 と い つたも のがあ る。

公立小 ・ 中学校両方でアンケート に含まれる割合が全

体的に低かっ たのは 「教育目標 ・ 学校評価」 である。 公

立中学校で保護者 ・ 地域住民用ア ンケート での割合が高

く な っ てい たのは、 「学校教育日標は適切か」 な どのよ

う に、 地域住民や保護者の意見や要望 を踏まえ た目標設

定ができ てい るかを聞いてい る学校が一定数あっ たこ と

表 1 ア ンケー ト項目の内容割合

公立小学校 公立中学校 

教職員 保護者・ 地域 

住民 

児童 教職員 保護者・ 地域 

住民 

生徒 

全 55 校 全 58 校 全 46 校 全 32 校 全 28 校 全 23 校 

校数 l 割合 校数 l 割合 校数 l 割合 校数 l 割合 校数 l 割合 校数 l 割合 

教育課程 ・ 学習 

指導 55 1 100% 57 l 98% 45 l 98% 32 1 100% 28 1 100% 22 l 96% 

キ ャ リ ア 教 育 

(進路指導) 4 l 7% 0 l 0% 0 l 0% 20 l 63% 12 l 43% 14 l 61% 

生徒指導 53 l 96% 57 l 98% 44 l 96% 32 1 100% 28 1 100% 23 1 100% 

保健管理 26 l 47% 5 l 9% 2 l 4% 20 l 63% 7 l 25% 5 l 22% 

安全管理 45 l 82% 38 l 66% 22 l 48% 26 l 81% 13 l 46% 11 l 48% 

特別支援教育 35 1 64% 3 1 5% 3 1 7% 22 1 69% 0 1 0% 0 1 0% 

組織運営 33 l 60% 0 l 0% 0 l 0% 26 l 81% 1 l 4% 0 l 0% 

研修 (資質向上 

の取組) 29 l 53% 0 l 0% 0 l 0% 24 l 75% 1 l 4% 2 l 9% 

教育目標 ・ 学校 

評価 12 l 22% 1 l 2% 0 l 0% 4 l 13% 9 l 32% 0 l 0% 

情報提供 43 l 78% 48 l 83% 10 l 22% 27 l 84% 27 l 96% 6 l 26% 

保護者、 地域住 

民等と の連携 48 l 87% 47 l 81% 11 l 24% 26 l 81% 23 l 82% 9 l 39% 

教育環境整備 15 l 27% 6 l 10% 0 l 0% 19 l 59% 5 l 18% 9 l 39% 

(他) 保幼小 ・ 

小中一貫の視点 27 l 49% 6 l 10% 4 l 9% 21 l 66% 8 l 29% 5 l 22% 

( 他 ) 家 庭 学 

習 ・ 家庭生活 0 : 0% 44 : 76% 26 l 57% 0 : 0% 11 : 39% 15 : 65% 

自由記述 36 l 65% 29 l 50% 12 l 26% 19 l 59% 10 l 36% 2 l 9% 
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によ る。 ただ し、 数は多 く ない ものの 「学校評価は効果

的で、 次年度に生かせる も のにな っ ていたか」 と い っ た

項目を含んだアンケート を使用し ている学校も存在し た。

公立小学校と公立中学校との間で最も差が大きかった

のは、 「キャリ ア教育 (進路指導)」 である。 公立小学校

で、 こ の視点について保護者 ・ 地域住民、 児童にア ンケー

ト を行っ ている学校はなかっ た。 一方で、 公立中学校で

は60%以上の学校が教職員、 生徒用ア ンケート にこの視

点 を含んでいた。 こ れは、 中学校では進路の問題が切実

に な っ て く る こ と 、 ま た兵庫県 では ト ラ イ やる ・ ウ イ ー

ク と呼ばれる職場体験 を実施 し ており 、 こ れについ てた

ずねる ア ンケ ー ト が多 かっ たこ と によ る。

教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒間で割合が大

き く 異な る視点 と し ては、 「組織運営」 や 「研修」 な ど

のよ う に学校運営に関わる ものが多い。 それら は、 教職

員でなければ答えにく いため、 必然的に教職員用ア ンケー

ト に含まれる割合が高 く 、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生

徒用 ア ンケ ー ト に含ま れる割合が低 く な っ てい る。

また、 「情報提供」 「保護者、 地域住民等と の連携」 に

つい ては、 教職員、 保護者 ・ 地域住民用 ア ンケー ト には

公立小 ・ 中学校と もに約 8 割以上の学校で含まれている。 

ただ し、 こ れら は児童 ・ 生徒用 ア ンケ ー ト に 2 ~ 3 割の

学校 し か含 んでいない。 こ れも、 学校から保護者 ・ 地域

住民へのホームページや学校便り を通 じ た情報の提供状

況や、 学校と保護者 ・ 地域住民との連携状況については、

児童 ・ 生徒にと っ ては答え に く いためであ る と 思われる。

『学校評価ガイ ド ライ ン (平成28年改訂) 』 の12分類

以外の 2 つの視点 「保幼小 ・ 小中一貫の視点」 「家庭学

習 ・ 家庭生活」 については、 「保幼小 ・ 小中一貫の視点」

が主に教職員用のア ンケー ト に含ま れがちであ るのに対

し、 「家庭学習 ・ 家庭生活」 は保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 

生徒用 ア ンケー ト に含ま れがち であ っ た。 「家庭学習 ・ 

家庭生活」 には、 例えば 「朝食を毎日食べている」 のよ

う に児童 ・ 生徒の家庭学習や家庭生活のア ンケート や、

「起床 ・ 就寝 ・ 朝食等の習慣が (子 ども に) 身につ く よ

う に努力 し てい る」 のよ う に保護者によ る家庭学習や家

庭生活のしつけのアンケート などが存在した。 公立小学

校のう ち、 保護者 ・ 地域住民用 ア ンケー ト の76%、 児童

用 ア ンケー ト の57%、 公立中学校の保護者 ・ 地域住民用

ア ンケー ト の39%、 児童用 ア ンケー ト の65% には、 部分

的であれ、 こ う した項目が含まれていた。

自由記述については、 公立小 ・ 中学校と も に、 教職員

に対 し ては半数以上の学校で自由記述欄 を設け てい るの

に対 し、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒と な るにつれて

割合が低 く な る傾向が見 ら れた。 公立中学校で生徒用ア

ンケー ト に自由記述欄 を設定 し てい たのは、 わずか 2 校
のみであ っ た。

なお、 こ れらの学校評価ア ンケー ト を分類す るにあたっ

て、 類似 し たア ンケー ト 項目を用いて評価を実施 し てい

る学校が一定数見ら れた。 こ れは、 おそら く 学校間でア

ンケー ト 項目を共有 し、 それを土台に学校の特色に応 じ

て ア ンケ ー ト を作成 し てい る ためで あ る と 思われる。

次に、 ア ンケー ト 項目の数につい ては、 表 2 の通り で

あ る。 公立小学校では、 保護者 ・ 地域住民、 児童と も に

表 2 ア ンケー トの平均項目数

公立小学校 公立中学校 

教職員 
保護者 ・ 地域 

住民 
児童 教職員 

保護者 ・ 地域 

住民 
生徒 

平均項目数 33.9 15.3 14.2 45.0 20.7 21.5 

表 3 ア ンケ ー トの タ イ プ

公立小学校 公立中学校 

教職員 保護者 ・ 地域 

住民 

児童 教職員 保護者 ・ 地域 

住民 

生徒 

全 55 校 全 58 校 全 46 校 全 32 校 全 28 校 全 23 校 

校数 l 割合 校数 l 割合 校数 l 割合 校数 l 割合 校数 l 割合 校数 l 割合 

網羅型 11 l 20% 0 l 0% 0 l 0% 10 l 31% 0 l 0% 0 l 0% 

折衷型 29 l 53% 29 l 50% 3 l 7% 19 l 59% 19 l 68% 11 l 48% 

重点型 15 l 27% 29 l 50% 43 l 93% 3 l 9% 9 l 32% 12 l 52% 
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約15項目前後、 公立中学校では、 保護者 ・ 地域住民、 生

徒と も に約20項目前後と な っ てい る。 でき るだけ、 保護

者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒に負担をかけない形で学校が

ア ンケート を実施 し よ う と し てい るこ と がう かがえ る。 

一方で、 公立小学校の教職員用ア ンケート は33.9項目、

公立中学校の教職員用アンケート は45項目と、 教職員に

対 し ては比較的多 く の項目をたずねよ う とす る傾向があ

るこ と がわかる。 公立小学校の教職員に対す る ア ンケー

ト で最も項目数が多 かっ た学校は139項日 を設定 し てい

た。 ま た、 公立中学校の教職員に対す る ア ンケー ト で最

も項目数が多かった学校は100項目を設定し ていた。

最後に、 ア ンケ ー ト の タ イ プについ ては、 表 3 の通り

である。 公立小学校 ・ 中学校と も に教職員に対する ア ン

ケート では、 多 く の視点 を網羅し た形で評価 し よ う と す

る学校が一定数見ら れた。 こ れは、 ア ンケー ト の平均項

目数で教職員向けの項目数が多かっ たこ と と も関わっ て

い る。 網羅的に多 く の視点 を含 も う と するこ と で、 必然

的に項目数が増え ていると言え る。 一方で、 公立小 ・ 中

学校と も に保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用ア ンケー ト

には網羅型はなかっ た。 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒

に対 し ては、 答えやすい部分に重点化 し てア ンケー ト が

行われてい るこ と が推察さ れた。 特に、 公立小学校の児

童用 ア ンケート は93%が重点型であ っ た。 ただ し、 公立

中学校になると生徒用アンケート の約半数が折衷型と なっ

ており 、 学校段階に応 じ て児童 ・ 生徒が答え う る範囲で

ア ンケ ー ト が作成 さ れてい る こ と がう かがわれた。 

3 . 結果分析 ・ 考察

本章では、 以上の調査結果について、 ①学校評価の目

的 ( (教育課程改善 を含む) 改善、 説明責任、 学校 ・ 家

庭 ・ 地域の連携協力 ) 、 ②ア ンケー ト の対象 (何 を、 ど

の程度) に着目 し て分析するこ と で、 A 市の学校評価の

実態を分析すると と もに、 今後の学校評価のあり 方を考

察 し たい。 ただ し、 ①と②は重なり も多いため、 どち ら

かに比重を置き つつも、 関連付け て考察する。

まず、 主に①学校評価の目的に関する部分である。 直

接的に、 学校評価の目的である改善、 説明責任、 学校 ・ 

家庭 ・ 地域の連携協力 に関 し て、 ア ンケー ト を行 っ てい

る学校の割合 をみてみる と 、 説明責任や学校 ・ 家庭 ・ 地

域の連携協力 にあたる 「情報提供」 「保護者、 地域住民

等と の連携」 については、 公立小 ・ 中学校と も に、 約 8 
割の学校が教師用、 保護者 ・ 地域住民用ア ンケート に含

んでいた。 こ れに対 し、 「教育目標 ・ 学校評価」 につい

ては、 公立小学校のわずか22%が教師用 ア ンケー ト に、

公立中学校の13%が教師用アンケート に含んでいた。 こ

れは、 おそら く 学校の自己評価の中であえ て教育目標の

設定状況や学校評価の実施状況に関わる ものをア ンケ ー

ト 項目と し て含みに く かっ た ものと 思われる。 し かし な
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がら、 過去の学校評価や海外の学校評価に目を向け てみ

ると、 学校評価の中に各学校がいかに学校教育の質 を評

価 ・ 改善 し てい るかと いう 質の管理について含む事例は

少な く ない 9。 こ の視点が失われれば、 ほぼ全 ての公立

小 ・ 中学校が 「教育課程 ・ 学習指導」 「生徒指導」 につ

いて学校評価ア ンケー ト の対象 と し てい るにも関わらず、

それが改善にいかさ れたか どう かは問われない こ と と な

る。 必ず し も 、 ア ンケ ー ト の項目 と し て含む必要はない

かも し れないが、 何 ら かの形でそう し た視点 を学校評価

の一部に有 し てお く こ と が望ま しいと考え ら れよ う 。 学

校改善が教育課程改善につながり う るかと いう 点につい

て も、 同様のこ と が言え る。

教育課程改善に関し ては、 ほぼ全ての学校の教職員、

保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用 ア ンケー ト の中に 「教

育課程 ・ 学習指導」 のあり 方やその結果が含まれていた。 

また、 「教育課程 ・ 学習指導」 と いう 視点以外に分類 さ

れた ものであ っ て も、 教育課程 を支え る組織のあり 方、

研修のあり 方、 保護者 ・ 地域住民と の連携等のよ う に教

育課程や学習指導改善につながるよ う な項目も多 く のア

ンケー ト で見 ら れた。 こ れら の結果は、 間接的なエ ビデ

ンス と し て、 直接的なエ ビデ ンス ( 日々の授業研究等に

おい て筆記テス ト やパ フ ォ ーマ ンス評価等によ っ て得 ら

れる児童 ・ 生徒の学力実態等) と と も に、 授業 ・ 教育課

程改善のための資料と す るこ と ができ る。 こ こ には、 授

業改善は授業研究、 教育課程改善はカ リ キュ ラ ム ・ マネ

ジメ ン ト、 学校改善は学校評価という よう に分断して行

う のではな く 、 それら をつないで評価 ・ 改善 し てい く 可

能性が見て取れる。 しかし ながら、 複数の学校間で同様

のア ンケ ー ト が用い ら れてい た こ と をふまえ る と 、 そ れ

ぞれのア ンケ ー ト が どの程度、 その学校や教職員 の願い

に基づ く 教育活動 を反映でき てい るかについては疑問の

余地が残 る。 また、 質の管理につい ての項目がア ンケー

ト に含ま れない中にあ っ ては、 こ れら のア ンケー ト 結果

が十分に活かさ れないケース も考え ら れよ う 。

学校評価の結果 を改善に活かすにあた っ ては、 評価 さ

れた内容に対 し無批判に直線的に改善を目指すのではな

く 、 評価結果を議論のき っかけ と し、 そこ から改善の糸

口 を探ると いう あり 方も重要であると いえよ う 。 そのた

めには、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒に対 し

て同 じ項目 を尋ねる こ と によ っ て、 そ れぞれの立場によ

る意識の差 を調べ、 議論の糸口 をつかむと い っ た方法も

あるだろう 。 この点で言えば、 公立小 ・ 中学校と も に立

場によ っ て評価 し てい る視点に差が見 ら れるこ と から、

あまり そう した方法を採用 している学校は多 く ないよう

に見え る。 調査における筆者らの印象と しては、 公立小

学校では、 三者のズレ を意識 し て ア ンケー ト を作成 し て

い る学校が一定数見 ら れたのに対 し、 公立中学校ではあ

まり そう した意識を持った学校は多 く ないよ う であった。 
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しかし ながら、 今回の調査では、 学校によ っ て教職員用

ア ンケ ー ト だけが欠け ていたり 、 保護者 ・ 地域住民用 ア

ンケ ー ト し かなかっ たり と 回収で き たア ンケ ー ト の種類

が異な っ ていたため、 各学校が三者に対 し て同様の項目

を尋ね、 ズ レ を見てい るかま では十分に検討で き ていな

い o

なお、 特に 「教育課程 ・ 学習指導」 「生徒指導」 に関

す る ア ンケ ー ト 項目につい ては、 学校 ・ 教師側の取り 組

みを評価 し よ う と す る ア ンケ ー ト と 、 児童 ・ 生徒に どの

よ う な姿が見 ら れるよ う にな っ てい るかを把握 し よ う と

するア ンケート の 2 種類が存在 し た。 この点で、 後者の

事例を、 あ く まで も学校評価と し て生かすためには、 学

校 ・ 教師が どのよ う な目標を も と に どのよ う な教育活動

を し てき たのかと い う こ と と合わせて ア ンケ ー ト を実施

するこ と が重要である と いえ よ う 。 そのよ う にす るこ と

で、 学校と保護者 ・ 地域住民と の間で育てたい児童 ・ 生

徒像や学校での教育活動について、 児童 ・ 生徒の姿と と

も に共有する機会と も なる。

また、 学校評価と称 し ながら、 児童 ・ 生徒の家庭学習

や家庭生活のア ンケート 、 保護者によ る家庭学習や家庭

生活の指導のア ンケ ー ト と な っ てい る も のも存在 し た。 

しかし ながら、 その多 く は、 実は、 全国学力 ・ 学習状況

調査の児童 ・ 生徒質問紙に含ま れてい る '°。 例えば、 全

国学力 ・ 学習状況調査の児童 ・ 生徒質問紙にも、 家庭生

活については 「朝食を毎日食べてい る」 「毎日、 同 じ く

ら いの時刻に寝てい る」、 家庭学習につい ては 「学校の

宿題 を し てい る」 と い っ た質問が含ま れてい る。 それに

も関わらず、 再度手間をかけて学校評価と称 し てア ンケー

ト で問う 必要はないだろう 。 こ う し た家庭学習 ・ 家庭生

活のア ンケー ト を実施する場合には、 項目を吟味する と

と も に、 先ほ どと同様に、 学校 ・ 教師が どのよ う な目標

を も と に どのよ う な教育活動 を し てき たのかと いう こ と

と合わせて、 ア ンケー ト を実施するこ とが重要であろう 。 

それによ り 、 学校と保護者 ・ 地域住民と の間で育てたい

児童 ・ 生徒像を共有すると と もに、 学校ではこ う した教

育活動 を行 っ てい るので、 家庭 ・ 地域で行いう るこ と は

保護者 ・ 地域住民に担っ ても ら う と いう 形での連携や連

携に向けた議論のき っかけ と するこ と も できよ う 。 学校

評価と し てア ンケート を実施するこ と自体を、 学校 ・ 家

庭 ・ 地域の連携協力の場とす るのである。

次に、 主に② ア ンケ ー ト の対象に関わる部分であ る。 

ア ンケ ー ト の対象に関 し ては、 まず技術的側面 と し て、

1 つのア ンケ ー ト 項目に複数の視点 を含むものが存在 し

た。 その場合、 学校が評価 し たいこ と が評価でき ない可

能性がある。 こ う し て評価の妥当性に懸念が生 じ れば、

その結果を改善に活かすこ と も難し く なる。 ア ンケー ト

項目を考え る際には、 学校教育目標等に即 し て、 具体的

に評価 し たい ものが評価でき るよ う な記述を行う こ と が
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必要であ ろう 。 その際、 評価 し やすい ものだけ を評価す

ると いう 形になら ないよ う に留意が必要であ る。

各校のアンケート の項目数と タイ プと しては、 公立小 ・ 

中学校 と も に、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用のア ン

ケー ト ではそれほ ど項目数は多 く な く 、 重点 を絞っ て評

価を行う 重点型も し く は折衷型が多かっ た。 網羅型は見

ら れなかっ た。 一方、 教職員用のア ンケー ト では、 公立

小学校の2 割、 公立中学校の3 割が網羅型と なっていた。 

網羅型のア ンケート は項目数が多 く なり がちであり 、 公

立小学校の教職員に対す るア ンケー ト で最も項目数が多

かっ た学校は139項日、 公立中学校の教職員に対す るア

ンケー ト で最も項目数が多 かっ た学校は100項目であ っ

た。 し か し ながら、 先述 し たよ う に、 『学校評価 ガイ ド

ライ ン (平成28年改訂)』 において、 「 こ れらはあ く まで

も例示に過ぎない も のであり 、 そのすべて を網羅 し て取

り 組むこ と は必ず し も望ま し く ない。 各学校の特色に応

じ た取組を さ ら に促進す るため、 重点目標等 を達成す る

ために必要な項目 ・ 指標等 を設定す る こ と が重要であ

る」 '' と さ れてい る。 必ず し も毎年多 く の負担 をかけ て

まで全方位的な評価を実施す る必要はないであろう 。

こ れに関 し ては、 「学校が抱え る課題等 を把握す るた

めには、 全方位的な点検 ・ 評価も重要である。 あまり に

重点化 さ れた目標等を指向するのみでは、 学校運営全体

におけ る力点の置き方に均衡を失す る可能性も ある。 こ

のこ と から 、 日々の学校運営の中で必要に応 じ幅広 な

「全方位型」 の点検等 を適宜行う こ と が大切であり 、 ま

た、 例えば一定の時期 (数年に一度な ど) に学校の取組

の状況について全方位的なチ ェ ッ ク を行う こ と な どが考

え ら れる」 '2 と さ れてい る。 こ のよ う に、 ア ンケ ー ト 以

外の方法で質の維持 ・ 管理を行ったり 、 長期的な視点で

実施 し たり す るこ と も可能であろう 。 例えば、 オラ ン ダ

の学校の中には、 4 年計画で全方位的な自己評価を行 っ

てい る学校 も あ る '3。 毎年の学校評価では、 学校がその

年に重点 を置いてい る教育目標 ・ 教育活動に即 し て重点

型で評価 しつつ、 その他の側面については数年サイ ク ル

で全て網羅でき るよ う にするという 選択肢も あるだろう 。 

おわ り に

本稿では、 日本におけ る学校評価の実態の一側面 を明

ら かにす る と と も に、 今後の学校評価のあり 方 を考察す

るこ と を目的と し ていた。 その結果、 主に次の 3 つのこ

と を示すこ と ができ た。

1 つめは、 学校評価の目的のう ち、 説明責任や学校 ・ 

家庭 ・ 地域の連携協力にあたる 「情報提供」 「保護者、

地域住民等と の連携」 については、 公立小 ・ 中学校と も

に、 約 8 割の学校で意識 さ れていたのに対 し、 改善と 関

わる 「教育目標 ・ 学校評価」 はあまり 意識 さ れていなかっ

た こ と であ る。 ただ し、 教育課程改善に関 し ては、 ほぼ
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全ての学校の教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用

ア ンケート の中に 「教育課程 ・ 学習指導」 のあり 方やそ

の結果が含まれていた。 こ う し た結果から、 授業 ・ 教育

課程 ・ 学校 レベルをつないで評価 ・ 改善 し てい く 可能性

が示唆 さ れた。 一方で、 今後は、 学校評価において各学

校の願いに基づ く 教育活動や質の管理のあり 方を位置付

け てい く こ と が重要である と考え ら れた。

2 つめは、 学校評価と称 し ながら、 「教育課程 ・ 学習

指導」 「生徒指導」 に関 し て児童 ・ 生徒に どのよ う な姿

が見 ら れる よ う にな っ てい るかを把握 し よ う と す る ア ン

ケー ト や、 児童 ・ 生徒の家庭学習や家庭生活のア ンケー

ト、 保護者によ る家庭学習や家庭生活のしつけのア ンケー

ト が一定数見ら れたこ と である。 こ れらは、 今後、 学校 ・ 

教師が どのよ う な目標を も と に どのよ う な教育活動 を し

てい るのかと い う こ と と合わせてア ンケ ー ト を実施す る

こ と によ っ て、 学校評価と し てア ンケー ト を実施する こ

と自体を、 学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力の場と し う る と

考え ら れた。

3 つめは、 ア ンケ ー ト の対象 と し ては、 教職員用のア

ンケート のみに様々な視点 を網羅しがち、 かつ項目数が

多 く なり がちな傾向が見ら れたこ と である。 こ れについ

ては、 学校がその年に重点 を置いてい る教育目標 ・ 教育

活動に即 し て重点型で評価 し つつ、 その他の側面につい

ては数年サイ ク ルで全て網羅でき るよ う にす る と いう 選

択肢 も あ る と 思われた。

以上よ り 、 日本の学校評価は、 各学校に根付きつつあ

る ものの、 未だ十分にその結果が活かせるよ う な形では

実施 さ れていない場合が多いこ と が示唆 さ れた。 学校評

価が単なる項目チ ェ ッ ク と集計処理に止ま るこ と をふせ

ぐためには、 上記のよ う な ポイ ン ト をお さえ た工夫 を加

え るこ と が重要であろ う 。 それによ り 、 負担 を軽減する

と と も に、 ゆるやかに教育的 ・ 組織的改善につなげ、 開

かれた教育課程の実現に向けた学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携

協力の一助 と する道が開かれるよ う に思われる。

ただ し、 今回の調査では、 評価の結果をいかに学校が

活かし てい るのかと いう 点にまで踏み込めていない。 例

えば、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒の立場の

違いによ る意識の差 を調べ、 評価結果を議論のき っかけ

と しえ ているのかや、 学校の自己評価をその他の間接的 ・ 

直接的なエ ビデンス (全国学力 ・ 学習状況調査の児童 ・ 

生徒質問紙や日々の授業研究等において筆記テス ト やパ

フ ォ ーマ ンス評価等によ っ て得 ら れる児童 ・ 生徒の学力

実態等) と いかに組み合わせて学校教育の全体像を把握

し てい く か等については十分に検討でき ていない。 また、

ア ンケー ト 以外の学校の自己評価のあり方や、 学校関係

者評価や第三者評価と い っ た自己評価以外の学校評価の

あり 方につい て も調べら れてはい ない。 さ ら に、 今回は

A 市 と いう 特定の自治体での調査であるため、 過度な一 
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般化を行う こ と は難しい。 評価結果の活かし方や自己評

価以外の学校評価のあり 方等 を含め、 他の地域で も調査

を継続 し てい く こ と を今後の課題と したい。 
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